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５．おわりに

今回は「 スクール構想」の意味内容の変化について取り上げてきたが、

文部科学行政関連では、他にも、「ウェルビーイング」、「 」などの

重要用語について、意味内容の変化が生じているように見受けられる。これら

の意味内容の変化、変化することによる影響、求められる対応などについての

分析は、今後の課題としたい。

【参考文献】

遠藤利明・中川正春・盛山正仁・石橋通宏『学校教育の情報化―学校教育の情報化の

推進に関する法律の解説と予算措置―』大成出版社、 年 月

髙谷浩樹『「 スクール」を超える データによる教育 実現への道程』東洋館出

版社、 年７月

（内線 ）

人口移動における地域的な特徴について

調査情報担当室 前田 泰伸

《要旨》

本稿では、都道府県別のデータ（コロナ前の 年以前のもの）を用

い、人口移動における地域的な特徴について示すとともに、これと関連

する若干の考察を行うこととする。地域のブロック内において中核的な

愛知県、大阪府、福岡県などの人口移動のデータを見ると、愛知県では

東海地方の岐阜県などに対して、大阪府では近畿地方のほか中国・四国

地方や九州地方など西日本の多くの都道府県に対して、福岡県では九州

地方の長崎県などに対して、それぞれ転入超過となっている。また、こ

れらの都道府県の転入超過数を男女別に見ると、女性は男性以上に都市

部に向かって移動する傾向がうかがえるが、この背景には、都市部では

小売業や飲食サービス業などのウエイトが高く、これらの産業では女性

労働者の比率が高いという、産業構造との関係が考えられる。さらに、

東京都については、基本的に他の都道府県に対して転入超過であるが、

埼玉県に対しては転出超過となっている。東京都と神奈川県、埼玉県、

千葉県の間で転入超過数を年代別に見ると、東京都は 代から 代では

転入超過であるが、 代以降では転出超過となる傾向があり、特に埼玉

県に対しては転出超過数が比較的大きいため、全年齢階級を合わせた総

数でも転出超過となっている。

１．はじめに～本稿の目的

人口移動に関しては、筆者としてはこれまで、「我が国における人口集中の一

側面」では、都道府県内における県庁所在地等への人口集中と経済・社会の関

係について、「若者の人口移動と結婚・婚姻の状況」 では、人口移動を背景と

する男女比の変化と結婚・婚姻の関係について、「女性の人口移動に関する一試

本稿は、 年１月 日までの公開情報に基づいて作成している。

参議院事務局企画調整室『経済のプリズム』第 号（ ）８頁を参照。

参議院事務局企画調整室『経済のプリズム』第 号（ ） 頁を参照。
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論」では、人口移動と特に女性における高学歴化やキャリア志向との関係につ

いて取り上げてきた。本稿では、これらの論考では特に深く掘り下げてこなかっ

たが、我が国における人口移動の具体的な姿を描く上で重要と思われるポイン

トについて補足的に説明するとともに、これと関連する論点について若干の考

察を行うこととする。

我が国の人口移動の具体的な姿については、基本的には三つの流れ（①日本

全体では東京圏への人口移動が続いており、大都市圏間でも東京圏 への人口移

動が見られる、②地域のブロック内では政令指定都市を始めとする中核的な都

市への人口移動が見られる、③都道府県単位で見ると、都道府県庁所在地に人

口が移動する傾向にある）が考えられている 。このうち①と③については、前

述の「我が国における人口集中の一側面」で取り上げており、また、「若者の人

口移動と結婚・婚姻の状況」と「女性の人口移動に関する一試論」でも①につ

いては若干言及している。そこで、本稿では、②の地域のブロック内での人口

移動、すなわち、人口移動における地域的な特徴について、総務省「住民基本

台帳人口移動報告」による都道府県別のデータ（基本的に転入超過数 ）を用い

て示していくこととする（転入超過数は日本人人口によるものであり、以下、

本稿において同様である）。

なお、人口移動に関する議論について丁寧に進めていく場合には、最初は我

が国の人口移動の長期推移（具体的には、上記①に当たる）を振り返るなどの

ところから始まることが多いと思われるが、こうした点については、前述の拙

稿において図表とともに示してきたこともあり 、割愛することとしたい。

参議院事務局企画調整室『経済のプリズム』第 号（ ） 頁を参照。

東京圏とは、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県から構成される都市圏であり、名古屋圏（愛

知県、岐阜県、三重県）、大阪圏（大阪府、兵庫県、京都府、奈良県）と合わせて三大都市圏

と呼ばれる（総務省「住民基本台帳人口移動報告」）。

内閣府「地域の経済 」（ ） 頁、厚生労働省「労働経済の分析」（ ） ～

頁等を参照。

市区町村又は都道府県の転入者数から転出者数を差し引いた数は転入超過数と呼ばれ、転入

超過数がマイナスの場合は転出超過であることを示す。

我が国の人口移動の長期的な推移について簡単に振り返ると、 年代～ 年代初頭にか

けては、三大都市圏それぞれに人口が移動し、いずれの都市圏でも転入超過数はプラスとなっ

ている。しかし、 年代の中頃以降になると、名古屋圏や大阪圏では人口移動の勢いは衰え、

これらの都市圏では、転入超過数がゼロ近傍あるいは若干のマイナスでの推移が続くようにな

る。これに対し、東京圏では、若干の例外はあるが基本的に転入超過数がプラスでの推移が一

貫して続いており、 年代後半以降は（コロナ禍の 年、 年を除く）、東京圏のうち

東京都の転入超過数のプラスが特に大きなウエイトを占めるようになっている。なお、こうし

た動きを示す図表については、「我が国における人口集中の一側面」（前掲注２）の図表１、「若

者の人口移動と結婚・婚姻の状況」（前掲注３）の図表１等を参照。
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２．地域のブロックとして捉えた場合の都道府県間の人口移動の特徴

ここからは、具体的に地域のブロック内での人口移動について見ていくこと

としたい。使用するのは都道府県別のデータであるが、全都道府県の中から地

域のブロック内での中核的な都道府県（具体的には、我が国の首都でもある東

京都のほか、東北地方から宮城県、中部地方あるいは東海地方から愛知県、近

畿地方から大阪府、中国・四国地方から広島県、九州地方から福岡県）をピッ

クアップし、ここに掲げたそれぞれの都道府県について、その都道府県以外の

都道府県との間での転入超過数を示すことにより（例えば、大阪府の場合は、

大阪府と北海道～沖縄県（当然ながら、大阪府は除かれる）それぞれとの間で

の転入超過数である）、地域のブロック内での人口移動、人口移動の地域的な特

徴などについて、ある程度のことはうかがうことができる。

次頁の図表１①～⑥は、宮城県、東京都、愛知県、大阪府、広島県、福岡県

それぞれについて、他の都道府県との間での転入超過数（コロナ前の ～

年の平均値）を男女別に示したものである。

２－１．地域のブロック内の中核的な都道府県への人口移動

図表１①～⑥を見ると、東京都については後に詳述することとして、宮城県、

愛知県、大阪府、広島県、福岡県については、大まかに言えば、東京圏を構成

する東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県に対しては棒グラフの棒が転出超過を

示す下向きに大きく伸びている一方で、東京圏以外の一部の都道府県との関係

では棒グラフの棒が転入超過を示す上向きに比較的大きく伸びていることが分

かる。具体的には、宮城県の場合（①）は、東北地方の青森県や岩手県などに

対して、愛知県の場合（③）は、東海地方の岐阜県や三重県などに対して、大

阪府の場合（④）は、近畿地方の京都府や兵庫県などのほか、中国・四国地方

の広島県、愛媛県や九州地方の福岡県など（つまり、西日本）の多くの都道府

県に対して、広島県の場合（⑤）は、中国・四国地方の山口県や愛媛県などに

対して、福岡県の場合（⑥）は、九州地方の長崎県や熊本県などのほか、中国・

四国地方の山口県に対して、それぞれ転入超過数が比較的大きくなっている。

また、広島県の場合（⑤）は、東京都以外にも大阪府や兵庫県などへの転出超

過数も比較的大きくなっており、福岡県の場合（⑥）も、大阪府などに対して

はある程度は転出超過と言えよう。ただ、細かなところまで言及していくと際

限がなくなるので、この程度としたい。なお、図表１①～⑥の縦軸の目盛りの

刻みは全て同じではなく、この点については留意を願いたい。

こうしたことから考えると、我が国では、東京都あるいは東京圏に向かう大
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② 東京都の場合
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① 宮城県の場合

図表１ 地域のブロック内における中核的な都道府県の男女別転入超過数
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図表１ 地域のブロック内における中核的な都道府県の男女別転入超過数
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出所 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

⑥ 福岡県の場合
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きな人口移動がある一方で、東北地方、中部地方あるいは東海地方、近畿地方、

中国・四国地方、九州地方などの地域のブロック内においては、それぞれの中

核的な都道府県に向かう人口移動も小さくないということが言えよう。

２－２．男女別に見た人口移動の特徴

次に、図表１①～⑥について男女別に見ると、視覚的には、それぞれのグラ

フにおけるピンク色の棒（女性）は、水色の棒（男性）に比べて長くなってい

ることが多く（全てではないが ）、その傾向は、棒が上向き（転入超過）であっ

ても下向き（転出超過）であっても変わらないということが分かる。このこと

から考えると、近年は東京都や東京圏に向かう人口移動において強調されるこ

とが多くなっているが、一般的な傾向としても、女性は男性以上に都市部（地

域のブロック内の中核的な都道府県も含めて）に向かって移動する傾向がある

という見方もできるかもしれない 。

ただ、そうであれば、どうして女性は男性以上に都市部に移動しようとする

のであろうか。この点について結論的なことを先に述べると、要因の一つとし

ては、都道府県の産業構造が関係していることが考えられる。一般論として言

えば（かなり大雑把な見方であるが）、都市部では小売業や飲食サービス業など

のウエイトが高く、これらの産業では構造的に女性の労働者の比率が高いと

いった特徴がある。ただ、その一方で、製造業などでは男性の労働者の比率が

高くなる傾向があるが、そうした製造業などの工場が大都市の繁華街や商業地

域の中に（あるいは隣接して）立地することは少々考えにくい。つまり、単純

に割り切って考えるとすれば、一つの見方としては、都道府県の県内総生産に

おいて小売業やサービス業などの第三次産業 のウエイトが高い都道府県には

女性が多く移動し、製造業などの第二次産業のウエイトが高い都道府県には男

性が多く移動する可能性が考えられるのではないかということである。また、

第三次産業は人口集積のメリットを活かしやすい産業であり、第三次産業が盛

んになって都市が発展し、そうした都市に更に人が移動してくることで、人口

愛知県では、近隣の岐阜県や三重県からの転入超過数では女性が男性に比べて多くなってい

るが、これらの都道府県を除くと、基本的に転入超過数は男性が多く、愛知県をトータルで見

た場合には、女性よりも男性の転入超過数が多くなっている。

都市部への女性の集中は、日本だけではなく世界的にも共通して見られる現象であるとの指

摘がある（林玲子「女性の活躍と人口移動」（労働政策フォーラム報告）労働政策研究・研修

機構『ビジネス・レーバー・トレンド』（ ） 頁参照）。

産業区分については、本稿では後述の内閣府「県民経済計算」の区分に従い、第一次産業は

農林水産業、第二次産業は鉱業、製造業、建設業、第三次産業はその他の産業とする。
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きな人口移動がある一方で、東北地方、中部地方あるいは東海地方、近畿地方、

中国・四国地方、九州地方などの地域のブロック内においては、それぞれの中

核的な都道府県に向かう人口移動も小さくないということが言えよう。

２－２．男女別に見た人口移動の特徴

次に、図表１①～⑥について男女別に見ると、視覚的には、それぞれのグラ

フにおけるピンク色の棒（女性）は、水色の棒（男性）に比べて長くなってい

ることが多く（全てではないが ）、その傾向は、棒が上向き（転入超過）であっ

ても下向き（転出超過）であっても変わらないということが分かる。このこと

から考えると、近年は東京都や東京圏に向かう人口移動において強調されるこ

とが多くなっているが、一般的な傾向としても、女性は男性以上に都市部（地

域のブロック内の中核的な都道府県も含めて）に向かって移動する傾向がある

という見方もできるかもしれない 。

ただ、そうであれば、どうして女性は男性以上に都市部に移動しようとする

のであろうか。この点について結論的なことを先に述べると、要因の一つとし

ては、都道府県の産業構造が関係していることが考えられる。一般論として言

えば（かなり大雑把な見方であるが）、都市部では小売業や飲食サービス業など

のウエイトが高く、これらの産業では構造的に女性の労働者の比率が高いと

いった特徴がある。ただ、その一方で、製造業などでは男性の労働者の比率が

高くなる傾向があるが、そうした製造業などの工場が大都市の繁華街や商業地

域の中に（あるいは隣接して）立地することは少々考えにくい。つまり、単純

に割り切って考えるとすれば、一つの見方としては、都道府県の県内総生産に

おいて小売業やサービス業などの第三次産業 のウエイトが高い都道府県には

女性が多く移動し、製造業などの第二次産業のウエイトが高い都道府県には男

性が多く移動する可能性が考えられるのではないかということである。また、

第三次産業は人口集積のメリットを活かしやすい産業であり、第三次産業が盛

んになって都市が発展し、そうした都市に更に人が移動してくることで、人口

愛知県では、近隣の岐阜県や三重県からの転入超過数では女性が男性に比べて多くなってい

るが、これらの都道府県を除くと、基本的に転入超過数は男性が多く、愛知県をトータルで見

た場合には、女性よりも男性の転入超過数が多くなっている。

都市部への女性の集中は、日本だけではなく世界的にも共通して見られる現象であるとの指

摘がある（林玲子「女性の活躍と人口移動」（労働政策フォーラム報告）労働政策研究・研修

機構『ビジネス・レーバー・トレンド』（ ） 頁参照）。

産業区分については、本稿では後述の内閣府「県民経済計算」の区分に従い、第一次産業は

農林水産業、第二次産業は鉱業、製造業、建設業、第三次産業はその他の産業とする。

の集中する大都市へと発展するということも自然の成り行きであろう。結局の

ところ、女性は男性以上に都市部に向かって移動することの背景の一つとして

は、そうしたことが考えられるのではないかということである。

そこで、都道府県の産業構造と男女別の人口移動との関係について、シンプ

ルであるが計量分析を行うこととしたい。具体的には、総務省「住民基本台帳

人口移動報告」の都道府県別データから転入者数のうち女性の比率（女性÷（男

性＋女性））又は男性の比率（男性÷（男性＋女性））を被説明変数、内閣府「県

民経済計算」から都道府県別の経済活動別実質県内総生産（ ＳＮＡ、

図表２ 都道府県別の産業構造と転入者数の関係

（女性比率と第三次産業比率） （男性比率と第二次産業比率）

（女性比率と第二次産業比率） （男性比率と第三次産業比率）

（％） （％）

（％） （％）

＋

２

＋

２

（％） （％）

（％） （％）

－ ＋
－
２

－ ＋
－
２

注 縦軸（Ｙ）は、転入者数のうち女性（上記のうち左上と左下の図表）又は男性（上記のうち右
上と右下の図表）の比率、横軸（Ｘ）は、経済活動別実質県内総生産における第三次産業（上記の
うち左上と右下の図表）又は第二次産業（上記のうち右上と左下の図表）の比率である。データは

年（県内総生産については年度）のものである。なお、単位はいずれも％である。
Ｘの係数及び定数項の下の 内の数値はｔ値であり、「 」はｔ値が１％の有意水準を満たす

ことを示す。また、Ｒ２は決定係数である。
出所 内閣府「県民経済計算」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成
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年基準）における第三次産業の比率（第三次産業÷（第一次産業＋第二次産業

＋第三次産業））又は第二次産業の比率（第二次産業÷（第一次産業＋第二次産

業＋第三次産業））を説明変数として、４（＝２×２）通りの回帰分析を行う。

なお、データは 年（県内総生産については年度）のものであり、ここで転

入超過数ではなく転入者数としたのは、転入超過数のマイナスの処理が困難で

あることと、ある都道府県に向かっての移動に着目する場合には、転入と転出

の差引きである転入超過数より、移動した人の数である転入者数で見るのが適

切であろうと考えるためである。

図表２は、こうした回帰分析の結果を示したものである。これを見ると、傾

向としては、都道府県別の産業構造として第三次産業のウエイトが高い都道府

県では、転入者数のうち女性の比率が高く、男性の比率が低くなっており、他

方で、第二次産業のウエイトが高い都道府県では、転入者数のうち男性の比率

が高く、女性の比率が低くなっていることが分かる。つまり、可能性としては、

小売業やサービス業などの第三次産業のウエイトが高い都道府県では、そうし

た産業で働くために女性の転入者が多くなり、これに対し、製造業などの第二

次産業のウエイトが高い都道府県では、同様に製造業などで働くために男性の

転入者が多くなることが考えられるのではないかということである。なお、こ

うした傾向は、図表で示した 年（年度）だけではなく、 年（年度）以

降のデータで回帰分析を行った場合も同様であり、この間、決定係数Ｒ２や説

明変数などの数値に変動はあるが、説明変数のｔ値は１％もしくは年（年度）

によっては５％の水準で有意となっている。以上のことから考えると、女性が

男性以上に都市部に向かって移動することの背景・理由の一つとしては（全て

ではないが）、都道府県の産業構造と女性労働者が働く産業との関係を挙げるこ

とができそうに思われる。

２－３．東京都における転入超過数

最後に、東京都における転入超過数（図表１②）について見ることとする。

東京都については、埼玉県を除くと、他の都道府県に対しては東京一極集中の

言葉のように転入超過となっていることが分かる。ただし、どの都道府県から

も同数程度の人口が東京都に移動するわけではなく（なお、大阪府や愛知県な

どの人口が多い都道府県からの転入超過数が多くなるのは、自然の成り行きと

言えよう）、グラフの棒の長さは、総じて言えば、東北地方や北関東などの東日

本の都道府県では、近畿地方、中国・四国地方、九州地方などの西日本の都道

府県と比べて若干長くなっているように見える。例えば、似たような人口規模
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年基準）における第三次産業の比率（第三次産業÷（第一次産業＋第二次産業

＋第三次産業））又は第二次産業の比率（第二次産業÷（第一次産業＋第二次産

業＋第三次産業））を説明変数として、４（＝２×２）通りの回帰分析を行う。

なお、データは 年（県内総生産については年度）のものであり、ここで転

入超過数ではなく転入者数としたのは、転入超過数のマイナスの処理が困難で
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また、東京都は埼玉県に対しては特に男性で転出超過となっているが、この

点に関して、埼玉県に神奈川県と千葉県（いずれも東京圏である）を加え、こ

れらに対する東京都の年齢階級別の転入超過数（ ～ 年の平均値 ）を

示したものが図表３である。

図表３を見ると、東京都では、大まかに言えば、 代から 代にかけては転

入超過であるが、 代以降では転出超過となる傾向があり、特に埼玉県では転

出超過が比較的大きいため、全年齢階級を合わせた総数では、東京都は埼玉県

に対して転出超過となっているということが分かる。このことの背景としては、

総務省「人口推計」によれば、 年 月１日現在の人口は、青森県では 万人、岩

手県では 万人、愛媛県では 万人、長崎県では 万人（いずれも日本人人口）

となっている。

年以前については、総務省「住民基本台帳人口移動報告」では年齢（５歳階級）別かつ

移動前後の住所地別の転入超過数の集計結果は公表されていないようである。

神奈川県 埼玉県 千葉県

（人）

（歳）

図表３ 東京都の神奈川県、埼玉県、千葉県に対する年代別転入超過数

注 数値は ～ 年の平均である。
出所 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成
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大学入学や就職に際して東京都に移動してきた人の中で、例えば、結婚や出産

に際して都心の職場に比較的近い郊外に新居を構える、子供がある程度大きく

なったので価格が東京都内に比べて割安な郊外に一戸建て住宅を購入する、あ

るいは子供が既に独立したシニア世代が東京都へのアクセスがさほど不便では

ない郊外に住居を移すなど、東京都から県境を越えて移動する動きも少なくな

いことが想像できよう。ただ、神奈川県、埼玉県、千葉県では若干の違いもあ

り、例えば、神奈川県と埼玉県で比較すると、５～９歳などでは神奈川県に対

しては転入超過であるが埼玉県に対しては転出超過である、転出超過を示す下

向きの棒の長さは全体的に埼玉県の方が長いなど、東京都からの移動の傾向は、

神奈川県では埼玉県ほど大きくないこともうかがえる 。

３．おわりに～我が国の人口移動についてのまとめと将来の展望

本稿では、我が国における人口移動のうち、特に地域のブロック内での人口

移動、すなわち、人口移動の地域的な特徴について、愛知県、大阪府、福岡県

などの状況を示しつつ、やや詳細に検討するとともに、東京都と神奈川県、埼

玉県、千葉県との間での人口移動についても、年代別の転入超過数から少々想

像を交えながら考えてみた。我が国の人口移動については、大都市圏への人口

集中、その中でも東京圏（さらに言えば東京都）への一極集中が取り上げられ

ることが多いが、本稿の冒頭でも述べたように、我が国の人口移動としては、

日本全体で見た東京圏への人口移動、地域ブロック内での中核的な都市への人

口移動、都道府県単位での都道府県庁所在地への人口移動という基本的に三つ

の大きな流れが考えられ、我が国の人口移動の全体像や特徴などについて、こ

れをひと言で表現することは、なかなか困難かと思われる。

ただ、その一方で、我が国は少子高齢化・人口減少の時代を迎え、現実の問

題としては、特に人口減少が大きい地方では、経済活動が縮小するとともに高

齢化の進行により社会保障費の増加が見込まれており、その意味では、実効性

のある地方振興策、地方創生策が強く望まれる状況にあると言えよう。 年

月 日に閣議決定された政府の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」 で

は、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、全国どこでも誰もが

便利で快適に暮らせる社会を目指す、東京圏への過度な一極集中の是正や多極

なお、これは筆者の想像であるが、東京都に居住していること自体がある種のブランドイ

メージとして意識され、居住する人に満足感のようなものを与えていることも考えられよう。

内閣官房ＨＰ（ ）参照。
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化を図り、地方の社会課題を成長の原動力とする等の基本的考え方とともに、

施策の方向としては、地方に仕事をつくる、人の流れをつくる等の類型におい

て、それぞれの具体策が示され、ＫＰＩ（重要業績評価指標） も設定されて

いる。したがって、本稿の結びとしては、こうした政府の施策が奏功すること

を期待するということとなろう。

しかし、こうした政府の取組がどの程度の効果を上げ、地方の活力を取り戻

すことができるか、また、地方から東京圏（その中でも特に東京都）に向かう

人の流れに歯止めが掛かるかどうかについては、現実にはなかなか困難なとこ

ろがあるようにも思われる。確かに、（本稿では図表として示していないが）コ

ロナ禍の ～ 年については、東京都の転入超過数はコロナ前に比べて大

きく減少しており 、今後、例えば、東京都の勤め先ではテレワークや遠距離

通勤等の制度を利用しつつ、自らの居住地を地方に移して地方で子育てを行う

という人が多くなってくれば、東京都の転入超過数の減少傾向がこの先も続い

ていく可能性が考えられよう。しかし、その一方で、コロナ禍の ～ 年

においても、東京都以外の東京圏（神奈川県、埼玉県、千葉県の合計）では転

入超過数の増加傾向はこれまでと変わっておらず 、また、コロナ禍も３年目

の 年に入ると、コロナ前までの東京一極集中が復活しつつあるとの指摘も

出てきている 。我が国でもウィズコロナの下で経済活動が正常化に向けた歩

みを強める中で、人口移動に関する今後の動向が注目されよう 。

（内線 ）

ＫＰＩ（重要業績評価指標： とは、目標を達成するための取組

の進捗状況を定量的に測定するための指標のことである。

東京都の転入超過数は、 年（コロナ前）の 人に対し、 年には 人、

年には 人と、大きく減少している（総務省「住民基本台帳人口移動報告」）。

東京都以外の東京圏（神奈川県、埼玉県、千葉県の合計）の転入超過数は、 年（コロナ

前）の 人に対し、 年には 人、 年には 人と、こちらでは増加が続い

ている（総務省「住民基本台帳人口移動報告」）。

天野馨南子「東京一極集中、ほぼ完全復活へ（ ）」ニッセイ基礎研究所 研究員の眼（ ）

参照。

年の転入超過数（総務省「住民基本台帳人口移動報告」）については、本稿を脱稿した

時点では 月までの数値が発表されている。東京都の転入超過数は、 年１～ 月までの数

値を合計すると 人となり、前年に比べると増加している。例年、我が国の人口が大きく

動くのは、一般的に学校、企業、官公庁等において年度末・年度初めに当たる３月と４月であ

り、その意味では、本年（ 年）の３月と４月の動向が特に注目されよう。
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